資料3　提案書等評価基準・審査要領
1　評価方針
審査は、本事業を確実に遂行するために必要な提案内容、技術力、類似実績、資格者体制、実装対応力、資金管理方針及び補助金対応計画を評価する。施設及び調査範囲が未確定であるため、特定施設又は地域固有の理解は評価対象としない。固有の商品名のみをもって加点せず、同等以上の性能及び実現性を合理的に示す代替提案を認める。
2　評価項目及び配点（100点）
	区分
	評価項目
	主な着眼点
	配点

	A
	事業理解・実施方針
	①補助事業の理解、②共同申請・役割分担、③町の費用負担ゼロ、④調査から実装への方針
	20

	B
	調査・技術検討能力
	①現地調査・電気設備確認、②構造・防水の一次確認、③導入容量・効果算定、④技術的制約への対応
	20

	C
	事業化・運用対応力
	①PPA・電力小売・事業方式、②蓄電池・アグリゲーター、③O&M・電気保安、④経済性・長期運用・出口戦略
	20

	D
	類似実績・資格・実装対応力
	①直近5年の類似業務、②公共・公的施設実績、③1級電気工事施工管理技士の直接雇用者数、④配置予定者の資格・実装対応体制
	20

	E
	補助事業・業務管理計画
	①補助金申請計画、②資金・経費管理、③工程・進捗管理、④品質・リスク・連絡体制
	20



2.1　評価項目の内訳
事業理解・実施方針20点の内訳は、補助事業の理解5点、共同申請・役割分担5点、町の費用負担ゼロ5点、調査から実装への方針5点とする。
調査・技術検討能力20点の内訳は、現地調査・電気設備確認5点、構造・防水の一次確認5点、導入容量・効果算定5点、技術的制約への対応5点とする。
事業化・運用対応力20点の内訳は、PPA・電力小売・事業方式5点、蓄電池・アグリゲーター5点、O&M・電気保安5点、経済性・長期運用・出口戦略5点とする。
類似実績・資格・実装対応力20点の内訳は、直近5年以内の類似業務実績5点、公共・公的施設における実績5点、1級電気工事施工管理技士の直接雇用者数5点、配置予定者の資格・実装対応体制5点とする。
補助事業・業務管理計画20点の内訳は、補助金申請・手続の実施計画5点、資金・経費・証拠書類の管理5点、工程・進捗管理5点、品質・リスク・連絡体制5点とする。
D－1「直近5年以内の類似業務実績」は、令和3年度から令和7年度までに元請として完了した、太陽光発電設備等の導入可能性調査、基本計画、基本設計、事業化調査又はこれらを含む設計・施工一括業務を対象とし、5件以上5点、3～4件3点、1～2件1点、実績なし0点とする。単なる機器販売又は納入のみの実績は対象としない。
D－2「公共・公的施設実績」は、地方公共団体等が所有又は管理する施設における太陽光発電設備等の調査、設計、施工又はPPA等の元請完了実績を対象とし、3件以上5点、2件3点、1件1点、実績なし0点とする。D－1と同一の実績を記載できる。D－3「1級電気工事施工管理技士の直接雇用者数」は、5名以上5点、4名3点、3名1点とし、3名未満は参加資格を満たさない。D－4は、配置予定者及び再委託先を含む資格・役割、調査・設計・施工・O&M・保安への知見並びに成果への反映方法を評価する。
3　技術評価の採点基準
	評価
	得点
	判断の目安

	優れている
	5点
	方法、根拠、担当者及び成果への反映が明確で、具体性・実現性が高い

	適切である
	3点
	要求を概ね満たし、履行可能と判断できる

	不十分である
	1点
	記載はあるが、具体性、根拠又は実施体制に不足がある

	記載なし・不適合
	0点
	記載がない、要求に適合しない、又は実現性を確認できない



各委員は、AからEまでの5分類、各4項目の合計20項目について、1項目5点満点、合計100点で採点する。D－1からD－3までは所定の件数・人数基準により採点し、その他の項目は5点、3点、1点又は0点の4段階で採点する。各委員は合議前に個別採点を確定し、採点理由を評価票に簡潔に記録する。各委員の採点結果を合算した点数を当該提案者の総得点とする。審査に参加する委員数は全提案者について同一とする。
4　補助制度への対応方針の評価
	必須条件　採択・不採択、交付決定の有無又は補助金の減額にかかわらず、選定事業者は、補助対象外経費、補助金控除後の額、減額分、消費税、補助金申請、調査・計画策定、経費管理、実績報告その他本事業の実施に必要な費用を負担し、本町に委託料、負担金、補償金その他名目を問わず、本事業の実施経費に係る一切の金銭を請求しない。不採択又は交付決定に至らなかった場合は、双方の協議により実施の可否等を決定する。ただし、双方の故意又は過失により生じた損害及び補助金返還等の責任分担は、実施要領第13項の定めによる。





対象施設及び調査範囲が未確定であるため、提案時点では補助事業経費計画書及び内訳書の提出を求めない。審査では、本町に本事業の実施経費を求めないことを前提として、補助対象経費の確認、資金立替、証拠書類の管理、変更手続、実績報告、年度事業報告及び会計検査等への対応体制並びに不採択又は交付決定に至らなかった場合の協議方針を評価する。ただし、各当事者の帰責事由に基づく損害賠償及び補助金返還等は、実施要領第13項の定めによる。具体的な経費及び事業範囲は、候補者決定後に対象施設等を確認した上で整理する。
事業実施候補者は、本町が指定する期限までに、直近2決算期の貸借対照表及び損益計算書、金融機関の融資見込み、親会社等の資金支援確認書又は社内決裁済みの資金負担確認書その他資金立替能力を客観的に確認できる資料を提出する。法人設立後2決算期を経過していない場合は、補助制度上認められる直近決算期の書類、申請年度の事業計画及び収支予算その他代替資料を提出する。合理的な期間内に資金負担能力を確認できない場合は、候補者決定を取り消し、次順位者を候補者とすることができる。
5　書類審査
	審査対象
	提出期限までに提出された参加表明書、企画提案書、業務工程表、事業実施条件確認書及び各確認資料

	審査方法
	各委員が資料3の評価項目及び採点基準に基づき、提出書類を個別に審査し、独立して採点する。

	プレゼンテーション等
	プレゼンテーション及びヒアリングは実施しない。

	書面確認
	提出書類の内容に不明確な点がある場合に限り、本町が期限を定めて書面による確認又は補足説明を求めることがある。

	回答の取扱い
	回答は既提出内容の明確化に限るものとし、新たな提案又は提案内容の変更は認めない。回答は提出書類の一部として審査する。

	順番
	参加表明書の受付順とする。



6　審査委員会の運用
・委員は審査前に利害関係及び接触の有無を申告する。除斥・辞退又は代替委員選任の判断を記録し、全参加者について審査に参加する委員数を同一とする。
・審査前に評価項目の趣旨と採点尺度を共有するが、特定提案者の評価誘導は行わない。
・提出書類の内容に不明確な点がある場合は、必要最小限の事項について書面で確認する。確認事項及び回答期限は対象となる提案者へ同一の方法で通知し、回答は提案内容の明確化に限るものとし、新たな提案又は提案内容の変更は認めない。
・各委員は合議前に個別採点を確定する。合議により採点を変更する場合は理由を記録する。
・審査記録、評価票、書面による確認及び回答、利益相反申告並びに選定理由を保存する。
7　失格・最低基準
参加資格を欠く、提出書類に重大な虚偽がある、期限に遅れた、採択・不採択、交付決定の有無又は補助金の減額にかかわらず本町へ本事業の実施経費を求める提案、又は補助上限等に反する提案をした場合。ただし、本町の帰責事由に基づく損害賠償及び補助金返還等の責任分担を求めることは、これに含まない。
審査委員等への不当な接触、談合その他公正な競争を害する行為があった場合
総得点が全委員の合計満点の60％未満の場合
安全性、法令遵守、補助金適合性又は情報管理に重大な欠落があり、候補者決定後の確認によっても是正できないと委員会が判断した場合
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